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目標 政策の範囲 地域の設定 住民参加の手法 ガバナンス
地域福祉計画 セーフティネット コミュニティの質
市町村
中学校区
アンケート調査など
行政・企業・団体
住民
共同で目指すもの
持続可能な地域コ
ミュニティ
公共政策
地域コミュニティ
と市町村範囲の
ネットワーク
市民会議
ワークショップ
フォーラムなど
公平で効率的な協
働統治
地域福祉活動計画 福祉コミュニティ
家族や地域のコミュ
ニティの形成
日常生活圏域
小学校区
住民懇談会など
社会福祉協議会
福祉施設・福祉活
動組織
ると考えられる。
住民や要援護者ひとりひとりからのニーズを捉え
るとともに，個別ニーズを脱個別化しつつ集合ニー
ズとして集約する。それを適切なサービスに繋げる
システムの構築は，専門職や住民参加型サービスで
対応し問題解決を図る。それらを可能にする組織基
盤の強化を行政・社会福祉協議会双方が充実してい
く必要がある。
ひとりひとりの生活課題に個別に対処するケース
マネジメント手法をとりつつ，地域の集合ニーズに
対処できるようにサービスを開発したり住民組織を
維持したりするコミュニティワークの部分を一体的
に進めるコミュニティ・ソーシャルワークの展開が
今後必要になってくると考えられる。
Ⅴ．おわりに
2015（平成27）年の国勢調査では，世帯数は5340
万3千世帯で 2.8％増加，前回の2010（平成22）年
に引き続き世帯規模は縮小し，一般世帯数を世帯人
員別にみると，世帯人員が1人の世帯が1841万8
千世帯（一般世帯の34.5％）と最も多く，世帯人員
が多くなるほど世帯数は少なくなっている。また，
地方からの流出と都市への流入の傾向は，変わらず
続いている。生活自体がパーソナル化し，近隣など
に頼らずとも生活ができる状況にあるものの，生活
の中で何かしらのリスクが発生した場合に，家族や
自分自身で解決しなければならないことを示してい
る。地域社会の連帯が以前よりも緩んでいることを
考えると，世帯人員が減少しほかに頼る人がいない
場合は自分で解決しなければならない。
このことは，家族での生活が維持困難となると，
容易に生活困難となる状況にあることを示している。
福祉サービスを必要としている人を施設に収容す
るといった，生活課題や問題が発生している場所で
解決を目指さない福祉の在り方から脱却して，地域
から隔離せずに，生活の場で解決し，出来る限り自
立した生活を維持していくこと。サービスを必要と
している人にサービスが提供されるという点と点を
つなぐ戦でのサービス提供ではなく，参加を基本と
した地域住民として生活ができるという面での生活
を支える仕組みを目指す必要があると考えられる。
人々の支えあいと活気ある社会の形成，地域協働
による公共，住民の個別課題を地域の共通課題とし
てとらえた「新しい公共」の創設，情報の共有化，
住民の理解，自主的な参加が必要とするのであれば，
地域福祉計画と地域福祉活動計画を一体的に策定し，
補完し合いながら，そのような地域を目指すべきと
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（図―１）
考えられる。
地域における福祉の推進には，総合的・包括的な
計画化，参画や協働といった協働統治といった考え
方，地域の独自性を反映しつつ，持続可能なコミュ
ニティの構築，少子高齢化や財政悪化の中で，福祉
の需要が増大することへの対応などといった課題に
対して，地域福祉計画と地域福祉活動計画を一体化
して策定することで，共通の政策・施策・事業を協
働しながら分担して進めることができると考えられ
る。
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